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所得税・市民税・県民税の

申 告 相 談 が 始 ま り ま す
【問合わせ】 半田税務署　２１-３１４１（所得税の確定申告）

税　務　課　８４-０６２０（市民税・県民税の申告）

【
受
付
日
時
】

２
月
16
日
（月）
〜
３
月
16
日
（月）
の
平
日
９
時
〜
17
時

※
２
月
22
日
（日）
・
３
月
１
日
（日）
は
受
付
を
行
い
ま
す
。

※
16
時
以
降
、
混
雑
し
て
い
る
場
合
は
案
内
を
早
め
に
締
め
切
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。

【
受
付
会
場
】

住
吉
福
祉
文
化
会
館
（
宮
路
町
53
番
地
）

※
開
設
期
間
中
は
、
半
田
税
務
署
内
で
は
申
告
書
の
作
成
指
導
は
行
っ

て
お
り
ま
せ
ん
。

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ(http: 
//w
w
w
.nta.go.jp)

の
「
確
定
申

告
書
等
作
成
コ
ー
ナ
ー
」
を
利
用

す
る
と
、
簡
単
に
確
定
申
告
書
を

作
成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

※
自
宅
な
ど
で
作
成
し
た
確
定
申

告
書
は
、
半
田
税
務
署
（
〒
４

７
５
│

８
６
8
６　

宮
路
町
50

番
地
の
５
）
へ
提
出
ま
た
は
郵

送
し
て
く
だ
さ
い
。

ｅ
│

Ｔ
ａ
ｘ
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト
で
国
税
に
関
す
る
申
告
や
納

税
、
申
請
・
届
出
な
ど
の
手
続
が

で
き
る
シ
ス
テ
ム
で
す
。

ｅ
│

Ｔ
ａ
ｘ
を
利
用
す
る
と
…

▼
源
泉
徴
収
票
や
医
療
費
の
領
収

書
な
ど
の
添
付
書
類
を
省
略
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

▼
還
付
ま
で
の
処
理
が
、
３
週
間

程
度
に
短
縮
さ
れ
ま
す
。

▼
確
定
申
告
期
間
中
は
、
24
時
間

ｅ
│

Ｔ
ａ
ｘ
で
提
出
（
送
信
）

が
可
能
で
す
。

※
ｅ
│

Ｔ
ａ
ｘ
の
利
用
に
は
、
条

件
が
あ
り
ま
す
。
詳
し
く
は
、

ｅ
│

Ｔ
ａ
ｘ
ホ
ー
ム
ぺ
ー
ジ

（http

：//w
w
w
.e-tax.nta. 

go.jp

）
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

平
成
25
年
分
の
確
定
申
告
か

ら
、
所
得
税
と
復
興
特
別
所
得
税

を
併
せ
て
申
告
・
納
付
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

な
お
、
復
興
特
別
所
得
税
は
、

確
定
申
告
書
上
で
計
算
で
き
る
よ

う
に
申
告
書
の
様
式
が
改
訂
さ
れ

て
い
ま
す
。

※
詳
し
く
は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ(http://w

w
w
.nta.go. 

jp)

の
「
個
人
の
方
に
係
る
復

興
特
別
所
得
税
の
あ
ら
ま
し
」

（
サ
イ
ト
内
「
復
興
特
別
所
得

税
の
あ
ら
ま
し
」
で
検
索
）
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

所
得
税
の
確
定
申
告

確
定
申
告
の
受
付
日
時
・
会
場

確
定
申
告
書
の
作
成

復
興
特
別
所
得
税
に
つ
い
て

国
税
電
子
申
告・納
税
シ
ス
テ
ム

（
ｅ
│

Ｔ
a
ｘ
）を
ご
利
用
く
だ
さ
い

次
に
該
当
す
る
方
は
、
２

月
16
日
（月）
〜
３
月
16
日
（月）

に
、
住
吉
福
祉
文
化
会
館
で

申
告
相
談
を
し
て
く
だ
さ

い
。

▽
土
地
・
家
屋
・
株
式
な
ど

を
譲
渡
し
た
方

▽
販
売
業
な
ど
の
自
営
の
方

▽
所
得
税
の
住
宅
借
入
金
特

別
控
除
を
受
け
る
方

ご
注
意
く
だ
さ
い

【確定申告が必要な方】
次のいずれかに該当する方は、所得税の確定申告が
必要です。
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7

6

1

3

4
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給与の収入が2千万円を超える方

年金から所得税が源泉徴収されている方（公的年金
等の収入金額が400万円以下で、公的年金等以外の
所得金額が20万円以下の場合は、確定申告は不要）

事業所得、不動産所得、譲渡所得などがある方（平成
26年中の所得の合計額が所得控除の合計額を超える
場合）

所得税の還付を受ける方（多額の医療費を支払った
方、災害や盗難にあった方、寄附金控除の対象となる
寄附をされた方など）

給与を1か所から受けている方で給与所得や退職所
得以外の所得金額の合計額が20万円を超える方

平成26年の中途で退職し、再就職していない方

給与を2か所以上から受けている方で、年末調整された
主たる給与以外の給与の収入額と給与所得や退職所得
以外の各種所得の金額との合計額が20万円を超える方


